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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

  

  

回次 第10期 第11期 第12期 第13期 第14期 第15期 

決算年月 平成12年10月 平成13年10月 平成14年９月 平成15年９月 平成16年９月 平成17年９月

売上高 (千円) 4,406,280 7,684,735 8,249,727 10,305,469 11,848,199 12,538,165

経常利益 (千円) 272,739 85,501 156,607 410,044 390,330 190,182

当期純利益 (千円) 140,227 28,615 40,279 182,505 173,010 53,532

持分法を適用した 
場合の投資利益 

(千円) ― ― ― ― ― ―

資本金 (千円) 191,500 319,500 319,500 319,500 568,398 579,051

発行済株式総数 (株) 810 5,310 5,310 5,310 18,972 19,464

純資産額 (千円) 568,690 765,939 765,816 903,462 1,515,875 1,531,687

総資産額 (千円) 2,007,476 2,692,665 2,924,440 3,141,263 3,629,285 4,309,867

１株当たり純資産額 (円) 702,086.60 144,244.65 144,221.58 165,717.93 78,899.21 77,912.42

１株当たり配当額 
(内、１株当たり 
中間配当額) 

(円) 

(円) 

旧株   10,000 
合併新株2,513 
第１新株1,912 
第２新株  109 

(―)

7,000

(―)

5,000

(―)

8,000

(―)

3,000 

(―)

3,000

(―)

１株当たり当期 
純利益 

(円) 327,839.99 5,608.64 7,585.57 29,944.53 8,861.37 2,000.56

潜在株式調整後 
１株当たり当期 
純利益 

(円) ― ― ― 29,532.96 8,397.07 1,963.26

自己資本比率 (％) 28.3 28.4 26.1 28.7 41.7 35.5

自己資本利益率 (％) 44.9 4.2 5.2 21.8 14.3 3.5

株価収益率 (倍) ― 42.7 15.1 10.8 15.5 77.9

配当性向 (％) 3.0 129.9 65.9 26.7 33.8 150.0

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) 357,444 △109,321 31,721 94,936 △8,740 196,456

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △346,673 △379,569 △255,789 △121,056 △396,346 △334,172

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) 433,999 617,027 100,828 △139,151 430,887 356,488

現金及び現金同等物 
の期末残高 

(千円) 498,690 626,826 503,586 338,314 364,114 582,888

従業員数 
〔外、平均臨時 
雇用者数〕 

(名) 
140 

[―]

187

[18]

161

[65]

195

[78]

247 

[69]

230

[58]



(注) ① 売上高には消費税等は含まれておりません。 

② 当社は、連結財務諸表を作成しておりませんので、「最近５連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移」については記

載しておりません。 

③ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、第10期及び第11期については新株引受権付社債及び転換社債の発行が

ないため、第12期についてはストックオプションの付与がありましたが、平均株価が行使価額を下回っているため記載し

ておりません。 

④ 平成13年３月５日付をもって普通株式１株を６株に分割しております。これにより株式数は4,050株増加し、発行済株式

総数は4,860株になりました。また、平成13年４月18日に有償一般募集(ブックビルディング方式)により450株を発行し、

発行済株式総数は5,310株となりました。なお、第11期の１株当たり当期純利益は期首に株式分割があったものとみなし

て算定しております。 

⑤ 第14期において、平成16年３月９日に有償一般募集(ブックビルディング方式)により800株を発行し、ストックオプショ

ンの権利行使に伴い614株を発行しております。また、平成16年３月31日最終の発行済株式総数に対して平成16年５月20

日付で普通株式１株を３株に分割し12,248株増加しております。これらの結果、平成16年９月30日最終の発行済株式総数

は18,972株となっております。 

⑥ 第15期において、ストックオプションの権利行使に伴い492株を発行しております。この結果、平成17年９月30日最終の

発行済株式総数は19,464株となっております。 

⑦ 平成12年10月期の１株当たり配当金は、旧株１株当たりの配当金額10,000円を表示しております。なお、平成12年８月１

日に愛知樹脂株式会社との合併により発行した新株１株当たり配当金額は2,513円、平成12年８月23日に有償第三者割当

により発行した新株１株当たり配当金額は1,912円、平成12年10月28日に有償第三者割当により発行した新株１株当たり

配当金額は109円であります。 

⑧ 持分法を適用した場合の投資利益については、該当事項がないため、記載しておりません。 

⑨ 自己資本比率、自己資本利益率、配当性向及び株価収益率は小数点第２位以下を切捨てて表示しております。 

⑩ 株価収益率については、第10期までは当社株式が非上場かつ非登録のため該当事項がありません。 

⑪ 第10期の臨時雇用者数は、期末臨時雇用者数の総数が従業員数の百分の十未満のため記載しておりません。 

⑫ 平成14年１月30日開催の第11期定時株主総会決議により決算期を10月31日から９月30日に変更いたしました。したがっ

て、第12期は、平成13年11月１日から平成14年９月30日までとなっております。 

  なお、最近５事業年度を通算しても５年に満たないため、最近６事業年度を記載しております。 

  



  ２ 【沿革】 

  

  

平成３年３月 名古屋市中区大須三丁目８番20号に株式会社エスケーアイ(資本金2,000千円)を設立 

平成５年２月 兼松株式会社名古屋支社の駐車装置の東海地区総代理店となる 

平成６年７月 

  

兼松株式会社との業務委託契約により、株式会社東海デジタルホンの携帯電話専売店

「デジタルホン」(現「ボーダフォンショップ」)の運営を開始 

平成７年５月 

  

  

兼松株式会社と二次代理店契約を交わし、移動体通信機器及び付帯サービスの販売代

理店事業を開始するとともに、当社代理店による「デジタルホン」(現「ボーダフォン

ショップ」)の展開を開始 

平成８年３月 

  

愛知松下ライフエレクトロニクス株式会社（現パナソニックテレコム株式会社）との

二次代理店契約により、携帯電話併売店「携帯ディスカウント」の展開を開始 

平成８年６月 

  

併売店の拡大強化のため、愛知県安城市に有限会社安さ一番携帯ディスカウント(出資

金6,000千円)を設立 

平成９年12月 

  

株式会社ツーカーセルラー東海との一次代理店契約に基づいて携帯電話専売店「ツー

カーショップ」の展開を開始 

平成10年３月 本社ビル完成により現在地(名古屋市中区千代田五丁目21番20号)へ本社移転 

平成11年９月 

  

仕入専門会社として名古屋市中区にテレコムワン株式会社(現エスケーアイ開発株式会

社)を設立(資本金10,000千円)  

平成11年９月 携帯電話併売店「携帯バザールテレコムワン」の展開を開始 

平成12年１月 ジェイフォン東海株式会社(現ボーダフォン株式会社)の資本参加を受ける 

平成12年４月 

  

ジェイフォン東海株式会社(現ボーダフォン株式会社)の一次代理店の地位を兼松株式

会社から譲受 

平成12年８月 愛知樹脂株式会社及び有限会社安さ一番携帯ディスカウントの２社を吸収合併 

平成13年４月 株式を日本証券業協会へ店頭登録 

平成13年５月 関東地区で初の総合ショップを神奈川県大和市にオープン 

平成13年６月 

  

ケイディーディーアイ株式会社との一次代理店契約に基づいて「ａｕショップ」の運

営を開始 

平成13年８月 関東地区での総合ショップブランドを「携帯家さかい」に統一 

平成13年９月 関東支社を横浜市中区に設置 

平成14年１月 決算期を10月31日から９月30日に変更 

平成15年５月 関東支社を東京都港区に移転、東京支社に改称 

平成15年５月 東海地区での総合ショップブランドを「携帯家さかい」に統一 

平成16年12月 日本証券業協会への店頭登録を取消し、ジャスダック証券取引所に株式を上場 

    

    



３ 【事業の内容】 

当社は各移動体通信キャリア並びに一次代理店から仕入れた移動体通信機器を、直営店及び代理店を経由して

一般ユーザーに販売しております。 

その内容は、一般ユーザーに対し、移動体通信キャリアが提供する移動体通信機器の販売及び移動体通信サー

ビスの加入契約取次を行う事業であります。移動体通信サービスの加入契約の成約の対価として各移動体通信キ

ャリア及び一次代理店から手数料を収受しております。 

なお、当社は子会社エスケーアイ開発株式会社（非連結）を有しておりますが、平成17年9月期末現在、実質

的な事業活動は行っておりません。 

  

  

事業の系統図は、次のとおりであります。 

  

  

 

  



４ 【関係会社の状況】 

当社は連結財務諸表を作成しておらず、また親会社、関連会社及びその他の関係会社は存在しないため、該当事項

はありません。 

  

５ 【従業員の状況】 

(1) 提出会社の状況 

平成17年９月30日現在 

(注) １ 従業員は就業人員であります。 

２ 従業員数欄の（外書）は、臨時従業員の年間平均雇用人員であります。 

３ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

  

(2) 労働組合の状況 

労働組合は、結成されておりませんが労使関係は円満であります。 

  

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円) 

230（58） 26.3 2.7 3,417,045



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当事業年度におきましては、原油・素材価格の高騰やＩＴ関連の在庫調整の影響等も懸念されましたが，企業収益が着実に伸

びた他、輸出や設備投資も引続き増加傾向にあり、景気回復基調がより鮮明な状況になりました。個人消費において年金問題等

の課題が残る一方で、市場への投資意欲が向上するなど回復の兆しもみえてまいりました。 

移動体通信業界では、携帯電話の普及台数は9月末において8,912万台を超え、新規の需要から買い換え需要にシフトしてきた

ことから、通信事業者各社は第三世代携帯電話への移行を推進するとともに、テレビ付き端末や決済機能付き端末、格安なデー

タ通信料定額制の導入等、ユーザーにとって有用な機能や有利なサービスを改善し投入してまいりました。また、平成18年度中

に「携帯番号ポータビリティー」の導入が確実になりました。 

当社は、当事業年度におきまして関東地区を中心に10店舗以上の出店を計画しておりましたが、通信事業者の政策変更等によ

り出店地区の変更はあったものの，直営で新規出店13店舗を行いました。このうち，出店当初からの収益性が比較的高い専売店

を10店舗出店し，併売店を3店舗出店いたしました。 

また、「携帯番号ポータビリティー」導入を視野に店舗スペースの拡大を図るため、併売店である「携帯家さかい」の小規模

店舗のスクラップを5月迄に完了し、12店舗（うち、ＦＣ1店舗）を閉鎖いたしました。販売につきましては、主要取引事業者の

第三世代携帯電話拡張への遅れから，特に上半期は苦戦いたしましたが、積極的な価格政策で拡販に努めました。尚、顧客満足

度の向上につきましては、引続き社員教育を充実し説明販売の徹底を図るとともに、4月から施行されました個人情報保護法に

つきましても，昨年導入した新システムを有効活用してセキュリティ向上に繋げるなどお客様に安心して御来店いただける環境

作りに取り組んでまいりました。 

この結果、販売台数は新規・機種変更を合わせますと前期に比べ9.7％減少し196,200台となりましたが、需要の変化から機種

変更については12.4%増加し95,800台となりました。また，売上高は前期比5.8％増の125億38百万円となりました。しかしなが

ら販売競争の激化による粗利益単価の低下，前述しました上半期における主要取引事業者の出遅れの他、大型店舗の出店経費，

出店に備えた人件費増等が膨らみ、営業利益は前期比50.8％減の1億90百万円、経常利益は前期比51.2％減の1億90百万円とな

り、当期純利益は前期比69.0％減の53百万円となりました。 

  

  

  

  

  

  

  



(2) キャッシュ・フローの状況 

当事業年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、投資活動による資金の減少を社債発行に

よる資金調達でまかない、前事業年度末に比べ218百万円増加し、当期末は582百万円となりました。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動による資金の増加は、前事業年度と比し205百万円増加し、196百万円の資金の増加(前期は８百万円の資

金の減少)となりました。これは税引前当期純利益が219百万円減少し155百万円となったものの、未払金の増減額が

49百万円の増加（前期は41百万円の減少）となった事、及び法人税等の支払が前事業年度より197百万円の支払減と

なったことによるものであります。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動による資金の減少は、334百万円(前期比84.3％) となりました。これは店舗開設に伴う有形固定資産取

得による支出289百万円（前期比92.1％）等によるものであります。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動による資金の増加は356百万円(前期比82.7％) となりました。これは社債の発行による収入490百万円に

よるものであります。 

  

  

  

  

  

  

  

  

  



２ 【仕入及び販売の状況】 

(1) 仕入実績 

  

(注) 金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 販売実績 

  

(注) １ 金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 手数料売上の内容につきましては、次のとおりであります。 

  (1) 新規手数料 移動体通信サービスの新規加入契約成立により移動体通信キャリア等から収受する手数料 

  (2) 買換手数料 移動体通信サービス契約既加入者の端末機の機種変更契約成立により移動体通信キャリア等から収受す

る手数料 

  (3) 継続手数料 移動体通信サービス加入契約成立後、その回線の通信料に応じて移動体通信キャリア等から一定期間継

続的に収受する手数料 

  (4) その他   保守業務委託手数料等上記記載以外の各種手数料 

３ 商品売上高の内容は、当社直営店を通じた一般ユーザーに対する端末機の販売高及び当社代理店に対する端末機の販売高

であります。 

４ 主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は、次のとおりであります。 

  

  

区分 金額(千円) 前年同期比(％) 

移動体通信機器 9,673,036 108.0 

合計 9,673,036 108.0 

区分 金額(千円) 前年同期比(％) 

受取手数料 

新規手数料 4,911,609 91.7 

買換手数料 4,380,818 139.0 

継続手数料 784,687 102.5 

その他 878,135 99.6 

小計 10,955,250 107.9 

商品売上高 1,582,914 93.6 

合計 12,538,165 105.8 

相手先 
第14期 第15期 

金額(千円) 割合(％) 金額(千円) 割合(％) 

ボーダフォン株式会社 5,932,060 50.1 6,281,730 50.1

ＫＤＤＩ株式会社 1,325,209 11.2 1,657,491 13.2

パナソニック 

テレコム株式会社 
1,124,716 9.5 1,163,196 9.3 



３ 【対処すべき課題】 

今後の当業界の見通しといたしましては、平成17年9月末において携帯電話加入台数が8,912万台に達し、新規加

入台数の増加は529万台にとどまっている事から、いよいよ買い換え需要へのシフトが鮮明になっております。事業

者間移行を含む新規販売では引続き厳しい価格競争が行われており、営業圏内での販売シェアの拡大と収益性の向

上による利益確保が継続的な課題となっております。当社は、お客様ごとに最適なプランをご提案し情報をご提供

する「コンサルティングショップ」としての重要性を認識し、一歩でも市場に先んじることに努め、競合他社との

差別化を図り業績拡大に繋げてまいります。 

具体的な対処策としましては、下記のようなことを考えております。 

  

（普及率について） 

携帯電話の普及率上昇に対しましては、顧客のリピーター化を図ることがますます重要になるものと考えており

ます。平成18年度に導入が予定されております「携帯番号ポータビリティー」が実施されますと、お客様はご利用

の携帯番号の変更無しに通信事業者を選択できる自由が広がることから、市場の活性化が期待されます。当社は全

ての事業者を取り扱う「携帯家さかい」を主軸に、店頭での直接対話やカード会員への情報発信を通じて顧客との

結びつきを深め、ビジネスチャンスを最大限活かせる体制を整えてまいります。 

（価格競争力・販売力について） 

当社は直営店展開を進めておりますが、価格競争に対処しコスト削減を図るため、パート社員を活用してまいり

ました。当期につきましては、新規出店に備える為、正社員及びパート社員を先行して採用いたしましたが、一定

のパート社員比率を保ちながら、パート社員を含めた社員教育を重視しサービスの質を落とさず、価格競争力・販

売力を強化してまいります。また、前期に新設いたしました法人事業部につきましても、各銀行とのビジネスマッ

チングを結んで営業活動を行ってまいりましたが、今後、更に法人顧客への獲得に努めるとともに「携帯番号ポー

タビリティー」への対応を図ってまいります。 

  

４ 【事業等のリスク】 

 有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす

可能性のある事項には、以下のようなものがあります。 

 なお、文中の将来に関する事項は、当事業年度末現在において当社が判断したものであります。 

（１）事業内容について 

当社は移動体通信キャリアの販売代理店事業を営んでおります。移動体通信キャリアとは、自ら電気通信回線設
備を設置して電気通信事業を行う第一種電気通信事業者のうち、携帯電話等の移動体通信サービスを提供している
事業者のことを言います。 
当社の具体的な事業内容は以下のとおりであります。 

これらの事業に関する特記事項は以下のとおりであります。 

①移動体通信キャリアの受取手数料について 

当社は移動体通信キャリアが提供する移動体通信サービスへの加入契約等の取次を行うことにより、その対価と
して移動体通信キャリア等から手数料を収受しております。その受取手数料は次のとおりであります。 

  

イ 新規ユーザーから移動体通信サービスの契約の申込みを受付け、移動体通信キャリアに取次ぐとともに、ユ
ーザーに移動体通信端末を販売する事業 

ロ 既存ユーザーから移動体通信端末の機種変更の申込みを受付け、移動体通信キャリアに取次ぐとともに、ユ
ーザーに移動体通信端末を販売する事業 

ハ 既存ユーザーから移動体通信サービスの各種変更の申込みを受付け、移動体通信キャリアに取次ぐ事業 
ニ 当社の代理店に移動体通信端末を販売する事業 
    

イ 新規手数料： 移動体通信サービスの新規加入契約成立により、移動体通信キャリア等から収受する手数料 
ロ 買換手数料： 移動体通信サービス契約既加入者の端末機の機種変更契約成立により、移動体通信キャリア

等から収受する手数料 
ハ 継続手数料： 移動体通信サービス加入契約成立後、その回線の通話料に応じて移動体通信キャリア等から

一定期間継続的に収受する手数料 
ニ そ の 他 ： 保守業務委託手数料等上記記載以外の各種手数料 



  

受取手数料の金額、支払対象期間、通話料金に対する割合、支払対象となるサービス業務の内容等の取引条件
は、移動体通信キャリアの事業方針等により変更されることがあります。したがいまして、大幅な取引条件等の変
更が発生した場合には、当社の業績に重大な影響を及ぼす可能性があります。 
当社の売上高には商品売上と受取手数料が含まれており、当社は仕入価格を下回る価格で端末を販売する場合で

も受取手数料を原資として収益を確保しております。 
  

  

(注) 金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

②移動体通信端末の販売について 

移動体通信端末については、規制緩和により販売競争が激化し、また技術の進歩に伴い新機種が次々と登場する
ため、商品のライフサイクルが短く、価格が下落しやすい傾向にあります。携帯電話普及率が高まり競争が激化す
る中、売れ筋商品の確保や価格競争力のある商品の確保は重要であり、また第３世代と言われる通信形態の違い
や、データ通信料定額制などの移動体通信サービス内容によって人気が集中することもあり、それらの商品やサー
ビスが確保できない場合には当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。 
  

③短期解約違約金について 

移動体通信サービスの新規契約後の一定期間内（約6ヶ月間）に顧客が解約した場合、移動体通信キャリアより新
規契約時に収受した受取手数料の一部を短期解約違約金として返還致します。 
当社では短期解約違約金の発生を極力抑えるため、契約時に移動体通信キャリアの方針にそった説明を行ってお

りますが、解約自体は契約者本人の意思によって行われるものであるため、仮に短期解約違約金が増加した場合に
は当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。 
当社ではこのような事態に対応するため、平成15年９月期より短期解約違約金損失引当金を設定し、短期解約違

約金の支払いに備えております。 

④競合・新規参入について 

移動体通信業界は常に新しい商品やサービスを提供しており、移動体通信端末の普及とともに移動体通信機器の
販売及びサービス獲得競争はますます激化しております。当社は移動体通信キャリア３社と移動体通信サービスの
代理店契約を締結しておりますが、当社と同様に移動体通信キャリアと直接移動体通信サービスの加入に関する業
務委託契約等を締結している代理店（以下、「一次代理店」という。）は全国に多数あります。 
したがいまして、今後の競争状況によっては当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。 
なお、当社は移動体通信キャリア最大手でありますＮＴＴドコモグループとは代理店契約を締結しておりません

が、同グループの移動体通信サービス加入取次ぎ及び関連商品の仕入は同グループの「一次代理店」を通じて行っ
ております。 
  

（２）法的規制について 

当社が営む移動体通信キャリアの販売代理店事業については、直接的な法的規制はありませんが、「電気通信事
業法」や社団法人電気通信事業者協会が定める「代理店の営業活動に対する倫理要綱」等に基づいて移動体通信キ
ャリアから指導を受けております。当社は、上記法令等の内容を踏まえ移動体通信キャリアからの指導を遵守し営
業活動を行っております。 
また、電気通信分野における個人情報の取扱いについては、総務省（旧郵政省）が策定し、改定した「電気通信

事業における個人情報保護に関するガイドライン」に詳細が定められております。当社は、当社の事業に係る移動
体通信サービス加入契約者の個人情報について同ガイドラインに基づき、「個人情報取扱の基本規程」を策定し、
個人情報の漏洩防止に努めております。 
  

（３）店舗展開について 

当社の店舗形態は、複数の移動体通信キャリアの移動体通信機器及び付帯サービスを取扱う当社ブランド（以
下、「併売店」という。）の「携帯家さかい」と移動体通信キャリアとの契約に基づいて当該キャリアの移動体通

  平成16年９月期 平成17年９月期 

区分 金額(千円) 構成比(％) 金額(千円) 構成比(％) 

受取手数料 

新規手数料 5,358,336 45.2 4,911,609 39.2 

買換手数料 3,150,602 26.6 4,380,818 34.9 

継続手数料 765,533 6.5 784,687 6.3 

その他 881,876 7.4 878,135 7.0 

小計 10,156,348 85.7 10,955,250 87.4 

商品売上高 1,691,850 14.3 1,582,914 12.6 

合計 11,848,199 100.0 12,538,165 100.0 



信機器及び付帯サービスを専門に扱う「キャリアショップ」（以下、「専売店」という。）の２種類がありま
す。 
平成17年９月30日現在、当社及び当社代理店が運営する店舗は、併売店25店舗（直営店舗）、専売店54店舗（う

ち直営51店舗）の計79店舗（うち直営76店舗）となっておりますが、専売店54店舗のうち37店舗がボーダフォンシ
ョップであり、移動体通信キャリア別の販売ではボーダフォンの取扱い比率が高くなっております。平成17年９月
期においてボーダフォン株式会社からの受取手数料は総売上高の50.1％を占めております。 
当社は今後も直営店を中心に多店舗展開を図っていきたいと考えておりますが、専売店の出店については各移動

体通信キャリアの店舗政策に左右されるため、当社が計画した店舗数及び地域への出店ができない可能性がありま
す。その場合には、当社の業績に影響を及ぼす可能性がありますが、併売店の増設等により対処する方針でありま
す。 
  



５ 【経営上の重要な契約等】 

(1) 代理店契約 

① 当社と移動体通信キャリア(第一種電気通信事業者)との代理店契約は、次のとおりであります。 

  

  

② 当社と一次代理店との代理店契約は、次のとおりであります。 

  

  

(2) その他の契約 

 その他、上記以外の業務提携契約等は、次のとおりであります。 

  

  

会社名 契約内容 契約期間 

ボーダフォン株式会社 
携帯電話サービスの加入に関する業務委託ならびに
携帯電話機およびその関連商品の売買 

平成12年４月１日から 
平成13年３月31日まで 
以降１年毎の自動更新 

株式会社ツーカーセルラー 
東海 

携帯電話サービスの加入に関する業務委託ならびに
携帯電話機およびその関連商品の売買 

平成９年12月12日から 
平成11年12月12日まで 
以降１年毎の自動更新 

ケイディーディーアイ 
株式会社 

携帯電話サービスの加入に関する業務委託ならびに
携帯電話機およびその関連商品の売買 

平成13年３月７日から 
平成13年３月31日まで 
以降１年毎の自動更新 

会社名 契約内容 契約期間 

パナソニック  
テレコム株式会社 

パナソニック テレコム株式会社が取り扱う携帯電
話サービスの加入に関する業務委託ならびに携帯電
話機およびその関連商品の売買 

平成16年７月１日から 
平成17年６月30日まで 
以降１年毎の自動更新 

会社名 契約内容 契約期間 

アコム株式会社 
提携クレジットカード「Sky Magic MasterCard」の
発行および運営に関する業務提携契約 

平成14年３月13日から 
平成15年３月12日まで 
以降１年毎の自動更新 

株式会社ジャックス 
提携クレジットカード「エスケーアイJACCS VISAカ
ード」の発行および運営に関する業務提携契約 

平成14年８月１日から 
平成15年７月31日まで 
以降１年毎の自動更新 

株式会社ディーシーカード 
提携クレジットカード「エスケーアイカード」の発
行および運営に関する業務提携契約 

平成15年12月24日から 
平成16年12月23日まで 
以降１年毎の自動更新 

株式会社オリエントコーポレ
ーション 

提携クレジットカード「エスケーアイカード」の発
行および運営に関する業務提携契約 

平成16年８月１日から 
終了期間は定めず 



６ 【研究開発活動】 

  

特に記載すべき事項はありません。 

  

  

７ 【財政状態及び経営成績の分析】 

(財政状態の分析) 

当期末における資産の状況は前期末と比較し、社債発行により現金及び預金が225百万円、平成17年９月の販売増

加により売掛金が102百万円、たな卸資産が66百万円それぞれ増加したため、流動資産が413百万円増加し2,566百万

円となりました。また、新規出店により有形固定資産が202百万円、投資有価証券の取得及び時価評価を行ったこと

により投資その他の資産が85百万円それぞれ増加したため、固定資産は266百万円増加し1,743百万円となりまし

た。 

負債については前期末と比較し、平成17年９月の仕入増加により買掛金が74百万円、平成17年９月の新規出店及

び当該店舗の備品等購入により未払金が106百万円それぞれ増加したため、流動負債は225百万円増加の1,893百万円

となり、固定負債は社債を500百万円発行したことにより438百万円増加したため、884百万円となりました。 

また、自己資本については、ストックオプションの権利行使により15百万円増加したため、1,531百万円となりま

した。 

  

(経営成績の分析) 

当期における販売台数は、新規・機種変更を合わせ前期に比べ9.7％減少し196,200台となりましたが、需要の変

化から機種変更については前期に比べ12.4％増加し95,800台となりました。また、売上高は125億38百万円（前期比

5.8％増）となりました。しかしながら販売競争の激化による粗利益単価の低下、上期における主要取引事業者の出

遅れが影響し、売上総利益は前期に比べ1.4％減少し29億29百万円となりました。また、販売費及び一般管理費は、

大型店舗の出店経費、出店に備えた人件費増等が膨らみ前期比5.9％増となりました。この結果、営業利益は1億90

百万円（前期比50.8％減）、経常利益は1億90百万円（前期比51.2％減）となり、当期純利益は53百万円（前期比

69.0減）となりました。 

  

  

  

  

  

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【設備投資等の概要】 

当事業年度において、ユーザーに対するサービスの向上と販売力の強化をはかるため、ボーダフォン、ａｕ及びツ

ーカーのキャリアショップを計10店舗、当社独自ブランドである携帯家さかいを計３店舗の合計13店舗の新規出店を

行いました。また、経営の効率化をはかるため、小規模店舗の見直しを行い、検討の結果、12店舗を閉鎖致しまし

た。 

このような新店舗の設備、備品、土地等の取得を中心として333,648千円の設備投資を実施致しました。 

なお、当期において重要な影響を及ぼす設備の売却、撤去等はありません。 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  



２ 【主要な設備の状況】 

平成17年９月30日現在 

(注) １ 帳簿価額には建設仮勘定は含めておりません。 

  尚、金額には消費税等を含めておりません。 

２ 上記の「建物及び構築物」、「機械装置及び運搬具」の帳簿価額中［ ］内は賃貸中のものであり内書で表示していま

す。 

３ リース契約による主な賃借設備は、次のとおりであります。 

  

(注) 所有権移転外ファイナンスリース取引 

  

事業所名 
(所在地) 

部門 
設備の 
内容 

帳簿価額(千円) 従業
員数 
(名) 建物

及び構築物
機械装置
及び運搬具

土地
(面積㎡) 

器具備品 合計 

本社 
(名古屋市中区) 

会社統括及び移
動体通信機器部
門 

統括業務
施設 

239,635
[20,766]

46,281
[853]

311,386
(2,446)

30,602
627,906 
[21,619]

32 

東京支社 
(東京都港区) 

関東地区統括及
び移動体通信機
器部門 

統括業務
施設 

2,328 1,458 ― 946 4,732 9 

ボーダフォンシ
ョップ 
   34店舗 

移動体通信機器
部門 

販売設備 181,561 ― ― 19,600 201,161 83 

ツーカーショッ
プ 
   9店舗 

移動体通信機器
部門 

販売設備 40,716 ― ― 1,590 42,307 20 

ａｕショップ 
   8店舗 

移動体通信機器
部門 

販売設備 87,470 ― ― 20,389 107,859 25 

携帯家さかい 
東海地区 
   13店舗 

移動体通信機器
部門 

販売設備 61,287 ― ― 3,943 65,231 30 

携帯家さかい 
関東地区 
   12店舗 

移動体通信機器
部門 

販売設備 47,332 5,711 53,043 31 

合計 
660,332
[20,766]

47,740
[853]

311,386
(2,446)

82,783
1,102,242 
[21,619]

230 

名称 数量 リース期間 年間リース料 リース契約残高 

店舗什器・設備 8式 5年 1,390千円 ―

本社情報システム 1式 5年 1,209千円 ―

本社什器・設備 1式 6年 379千円 189千円



３ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備の新設等(平成17年９月30日現在) 

  

  

(2) 重要な設備の除却等 

該当事項はありません。 

  

事業所名 
  

事業部門の
名称 

設備の内容 

投資予定額

資金調達方法 着手年月
完了予定 
年月 

完成後の 
増加能力 総額 

(千円) 
既支払額
(千円) 

東海地区店舗 
移 動 体 通
信 機 器 部
門 

販売設備 52,000 ―

自己資金
及び平成17年
9月発行社債
による資金 

平成17年
10月 

平成18年 
9月 

4店 

関東地区店舗 
移 動 体 通
信 機 器 部
門 

販売設備 148,000 ―

自己資金
及び平成17年
9月発行社債
による資金 

平成17年
10月 

平成18年 
9月 

11店 

合計 ― ― 200,000 ― ― ― ― ― 



  

第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

(注) 「提出日現在発行数」欄には、平成17年12月１日からこの有価証券報告書提出日までのストックオプション行使により発行

された株式数は含まれておりません。 

  

種類 会社が発行する株式の総数(株) 

普通株式 58,320

計 58,320

種類 
事業年度末現在 
発行数(株) 

(平成17年９月30日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成17年12月22日)

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 19,464 21,464 ジャスダック証券取引所 ― 

計 19,464 21,464 ― ― 



(2) 【新株予約権等の状況】 

 商法第280条ノ20及び280条ノ21の規定に基づく特別決議による新株予約権は次のとおりであります。 

株主総会の特別決議日(平成14年12月26日) 

  

(注)１．株主総会の特別決議日における新株予約権の数は250個及び新株予約権の目的となる株式の数は250株でしたが、その後使用

人の退職及び権利行使並びに株式分割により変更となっております。 

２．新株予約権の行使時の払込金額、新株予約権の割当日後に当社が株式の分割および時価を下回る価額で新株を発行（新株予

約権の行使の場合を除く）するときは、次の算式により払込金額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げて

おります。 

３ 平成16年５月20日付の１株につき３株の割合による株式分割に伴い、新株予約権の行使時の払込金額及び発行株式等につい

て調整されております。 

  

    
事業年度末現在
(平成17年９月30日) 

提出日の前月末現在 
(平成17年11月30日) 

新株予約権の数(個)  （注）1 83 83 

新株予約権の目的となる株式の種類   普通株式 同  左 

新株予約権の目的となる株式の数(株) (注)1，3 249 249 

新株予約権の行使時の払込金額(円) (注)2，3 42,667 42,667 

新株予約権の行使期間   
平成16年12月27日から
平成19年12月27日まで 

同  左 

新株予約権の行使により株式を発行する
場合の株式の発行価格及び資本組入額
(円) 

(注)2，3 
発行価格  42,667
資本組入額 21,334 

同  左 

新株予約権の行使の条件   

新株予約権の割当を受けた
ものは、権利行使時において
当社ならびに当社子会社に在
籍していること。 
 新株予約権の割当を受けた
ものが死亡した場合は、当該
予約権の権利は消滅するもの
とする。 
 その他の条件は、当社と新
株予約権の割当を受けた者と
の間で締結した契約により定
める。 

同  左 

新株予約権の譲渡に関する事項   
新株予約権を第三者に譲

渡、質入その他の処分をする
ことはできない。 

同  左 

        
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額 

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 
分割・新規発行前の株価 

既発行株式数＋分割・新規発行による増加株式数 



(3) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

(注) １ 愛知樹脂株式会社との合併による増加 

   合併比率    １：0.005 

２ 有償第三者割当 従業員持株会 

   発行価格    500,000円 資本組入額   250,000円 

  有償第三者割当 金融機関他 

   発行価格   1,000,000円 資本組入額   500,000円 

３ 有償第三者割当 役員他 

   発行価格   1,000,000円 資本組入額   500,000円 

４ 株式分割(１株を６株に分割) 

   資本準備金の資本組入れ 

５ 有償一般募集(ブックビルディング方式) 

   発行価額    470,000円 発行価格    500,000円 

   資本組入額   170,000円 払込金総額   211,500千円 

６ 有償一般募集  

   発行価額    576,000円 発行価格    614,400円 

   資本組入額   288,000円 払込金総額   460,800千円 

７ ストックオプションの権利行使による増加であります。 

８ 平成16年３月31日最終の株主名簿及び実質株主名簿に記載または記録された株主の所有株式数を、平成16年５月20日付を

もって、１株につき３株の割合をもって株式分割を行いました。 

  

(注)  平成17年10月７日を払込期日とする第三者割当増資により、発行済株式総数が2,000株、資本金及び資本準備金がそれぞれ

145,000千円増加しております。 

  

  

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(株) 

発行済株式
総数残高 
(株) 

資本金増減額
  

(千円) 

資本金残高
  

(千円) 

資本準備金 
増減額 
(千円) 

資本準備金
残高 
(千円) 

平成12年８月１日 
(注)１ 

100 460 5,000 23,000 5,000 5,000

平成12年８月23日 
(注)２ 

26 

675

6,500

124,000

6,500 

106,000

189 94,500 94,500 

平成12年10月28日 
(注)３ 

135 810 67,500 191,500 67,500 173,500

平成13年３月５日 
(注)４ 

4,050 4,860 51,500 243,000 △51,500 122,000

平成13年４月18日 
(注)５ 

450 5,310 76,500 319,500 135,000 257,000

平成16年３月９日 
(注)６ 

800 6,110 230,400 549,900 230,400 487,400

平成16年１月31日～ 
平成16年３月31日 
(注)７ 

14 6,124 1,210 551,110 1,210 488,610

平成16年５月20日 
(注)８ 

12,248 18,372 ― 551,110 ― 488,610

平成16年４月１日～ 
平成16年９月30日 
(注)７ 

600 18,972 17,288 568,398 17,287 505,897

平成16年10月１日～ 
平成17年９月30日 
(注)７ 

492 19,464 10,653 579,051 10,652 516,550



(4) 【所有者別状況】 

平成17年９月30日現在 

(注) 上記「その他の法人」には、証券保管振替機構名義の株式が２株含まれております。 
  

  

(5) 【大株主の状況】 

平成17年９月30日現在 

  

  

区分 

株式の状況

端株の状況
(株) 政府及び 

地方公共 
団体 

金融機関 証券会社 
その他の
法人 

外国法人等
個人
その他 

計 

個人以外 個人

株主数 
(人) 

― 8 11 20 1 1 1,875 1,916 ―

所有株式数 
(株) 

― 1,669 423 2,505 12 2 14,853 19,464 ―

所有株式数 
の割合(％) 

― 8.58 2.17 12.87 0.06 0.01 76.31 100.00 ―

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

酒 井 昌 也 名古屋市北区成願寺1－6 4,191 21.53

酒 井 俊 光 愛知県知多市八幡字森之前71－9 1,278 6.56

ボーダフォン株式会社 東京都港区愛宕2－5－1 900 4.62

酒 井 和 男 愛知県知多市日長字江口113－3 615 3.15

酒 井 蔦 子 愛知県知多市日長字江口113－3 576 2.95

肥 田 貴 將 名古屋市中区富士見町3－26 558 2.86

アイデン株式会社 愛知県一宮市栄1－11－16 454 2.33

株式会社トーシン 愛知県名古屋市中区栄3-4-21 394 2.02

株式会社りそな銀行 大阪府中央区備後町2－2－1 360 1.84

あいおい損害保険株式会社 東京都渋谷区恵比寿1－28－1 360 1.84

計 ― 9,686 49.76



(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成17年９月30日現在 

（注）「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が２株(議決権２個)含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成17年９月30日現在 

  

(7) 【ストックオプション制度の内容】 

当社はストックオプション制度を採用しております。当該制度は商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づ

くものであります。 

（平成14年12月26日定時株主総会決議） 

商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき当社取締役および従業員に新株予約権を発行することを決議さ

れたものであります。 

当該制度の内容は次のとおりであります。 

  

２ 【自己株式の取得等の状況】 

(1) 【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

① 【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

該当事項はありません。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ― 

完全議決権株式(その他) 普通株式 19,464 19,464 ― 

端株 ― ― ― 

発行済株式総数 19,464 ― ― 

総株主の議決権 ― 19,464 ― 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 
(株) 

他人名義
所有株式数 
(株) 

所有株式数
の合計 
(株) 

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

― ― ― ― ― ― 

計 ― ― ― ― ― 

決議年月日 平成14年12月26日

付与対象者の区分及び人数 当社取締役3名及び従業員16名

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2)新株予約権等の状況」に記載しております。 

株式の数 同上

新株予約権の行使時の払込金額 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上



② 【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

該当事項はありません。 

なお、「当社は、商法第211条ノ３第１項第２号の規定により、取締役会の決議をもって自己株式を買受けるこ

とができる。」旨を定款に定めております。 

  

(2) 【資本減少、定款の定めによる利益による消却又は償還株式の消却に係る自己株式の買受け等の状況】 

① 【前決議期間における自己株式の買受け等の状況】 

該当事項はありません。 

② 【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況等】 

該当事項はありません。 

  



３ 【配当政策】 

当社は、株主への利益還元を経営の最重要課題の一つと考え、そのための収益力を強化するとともに、株主に対す

る積極的な利益還元策を実施することを基本としております。 

このような方針に基づき、平成17年9月期の利益配当につきましては、１株当たり3,000円とさせて頂きました。 

  

４ 【株価の推移】 

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

  

(注) １ 最高・最低株価は、平成16年12月12日までは日本証券業協会におけるものであり、平成16年12月13日以降はジャスダック

証券取引所におけるものであります。 

  なお、平成13年４月18日をもって同協会に株式を登録いたしましたので、それ以前の株価については該当事項はありませ

ん。 

２ □印は、株式分割による権利落後の株価であります。 

３ 平成14年１月30日開催の第11期定時株主総会決議により決算期を10月31日から９月30日に変更いたしました。したがっ

て、第12期は、平成13年11月１日から平成14年９月30日までとなっております。 

  

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】 

  

(注) 最高最低株価は、ジャスダック証券取引所のものであります。 

  

回次 第10期 第11期 第12期 第13期 第14期 第15期 

決算年月 平成12年10月 平成13年10月 平成14年９月 平成15年９月 平成16年９月 平成17年９月 

最高(円) ― 570,000 355,000 380,000
690,000 
□282,000 

245,000 

最低(円) ― 230,000 110,000 80,000
320,000 
□128,000 

99,000 

月別 平成17年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高(円) 245,000 177,000 181,000 158,000 168,000 177,000

最低(円) 136,000 134,000 138,000 143,000 146,000 146,000



５ 【役員の状況】 

  

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(株) 

代表取締役 
社長   酒 井 昌 也 昭和30年11月17日生

昭和56年８月 愛知樹脂株式会社監査役 

4,191平成３年３月 当社設立(設立発起人) 

平成３年12月 当社代表取締役社長(現任) 

      

専務取締役 営業本部長 酒 井 俊 光 昭和37年３月31日生

昭和63年８月 愛知樹脂株式会社取締役 

1,278
平成７年１月 当社専務取締役(現任) 

平成12年５月 当社営業本部長(現任) 

    

取締役 
管理本部長 
兼経理部長 
  

田 川 正 彦 昭和31年４月30日生

昭和50年４月 株式会社三重銀行入行 

60

平成６年４月 軽急便株式会社総務部長兼内部監

査室長 

平成12年１月 当社入社 

平成13年７月 当社管理本部長兼経理部長(現任) 

平成14年１月 当社取締役(現任) 

取締役   小 林 榮一郎 昭和13年１月29日生

平成９年６月 株式会社あさひ銀行副頭取 

30

平成10年６月 株式会社あさひ銀総合研究所代表

取締役社長 

平成14年１月 当社取締役(現任) 

平成14年２月 AIGスター生命保険株式会社顧問

(現任) 

平成14年３月 リゾートトラスト株式会社顧問

(現任) 

平成15年８月 AIGエジソン生命保険株式会社顧

問（現任） 
  

平成16年11月 学校法人早稲田大学副総長 

（現任） 
  

平成16年11月 学校法人早稲田大学常任理事 

（現任） 
  

取締役   丸 島   聡 昭和31年11月５日生

平成６年８月 株式会社東京デジタルホン入社

(現：ボーダフォン株式会社)  

‾平成13年11月 同社東海営業統括部マーケティン

グ営業企画部長 

平成14年12月 当社取締役(現任) 

平成15年４月 ジェイフォン株式会社(現：ボー

ダフォン株式会社) 東海営業統括

部東海営業推進部長(現任) 
  

平成17年７月 ボーダフォン株式会社ショップ営

業統括部ショップ企画部長 

（現任） 
  

取締役   吉 川   明 昭和32年６月26日 

平成12年10月 株式会社あさひ銀行（現：株式会

社りそな銀行）新所沢支店支店長 

5平成16年４月 当社入社東京支社長(現任) 

平成17年４月 当社法人事業部長（現任） 

平成17年12月 当社取締役(現任) 



  

  
(注) １ 取締役小林榮一郎及び丸島聡は商法第188条第７号ノ2に定める社外取締役であります。 

２ 監査役小早川守雄及び磯村孝志は株式会社の監査等に関する商法の特例に関する法律第18条第１項に定める社外監査役で

あります。 

３ 専務取締役酒井俊光は代表取締役社長酒井昌也の弟であります。 

  

６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

(１)コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

 当社は、株主利益最大化を目的として、企業価値を高めると同時に、経営の効率性、経営の透明性を高めること

をコーポレート・ガバナンスの基本的な考え方としております。このため、企業倫理と法令遵守を徹底すると供

に、内部統制システムの整備・強化及び経営の客観性と迅速な意思決定を確保することが重要と考えております。

(２)コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況 

 当社は、経営に関する事項を検討し判断・決定する場として、取締役会を原則として毎月１回開催しておりま

す。取締役会には社内取締役４名、社内監査役１名の他、社外取締役２名と社外監査役２名が出席しており、社外

の意思と助言を積極的に取り入れ経営に活かすと供に、監査機能を強化し、経営の透明性を高めております。ま

た、取締役会の決定が速やかに経営会議で活かされるように、毎月１回、幹部および経営陣とで幹部会議を開催し

ております。この会議において、全社および各部門における目標、業務遂行状況並びに問題点等を共有し、意見交

換を行うことにより、より迅速、的確に職務遂行が行えるよう努めております。 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(株) 

監査役 常勤 金 子 長 彦 昭和34年６月12日生

昭和58年４月 昭和薬品株式会社入社 

(現:アズウェル株式会社) 

‾
平成９年４月 祖父江良雄会計事務所入社 

平成13年８月 当社入社 企画室長 

平成14年８月 税理士登録 

平成15年12月 当社監査役(現任) 

監査役   小早川 守 雄 昭和８年１月３日生

平成元年７月 名古屋国税局特整部門総括課長 

5

平成２年７月 西尾税務署長 

平成３年８月 税理士登録 税理士事務所開業所

長(現任) 

平成13年１月 当社監査役(現任) 

監査役   磯 村 孝 志 昭和13年４月15日生

昭和42年４月 愛知学院大学商学部助手 

‾

平成５年９月 愛知学院大学商学部教授(現任) 

平成６年４月 愛知学院大学情報処理センター所

長 

平成11年４月

平成16年12月

愛知学院大学商学部長 

当社監査役(現任) 

計 5,569



 当社の監査役監査としましては、１名の常勤監査役、２名の非常勤監査役が前述しました取締役会に出席して、

経営の監査を実施しております。また、３名の監査役が出席し、監査役会を３ヵ月に一度開催しており、取締役会

並びに会社の重要な会議に出席した内容のもとに協議し、情報を共有するとともに監査計画の策定、見直しを常に

行っております。 

 さらに、当社全体の内部牽制強化を図る重要な部門として社長直属の経営戦略本部を設置しております。経営戦

略本部は、経営関連情報の管理・情報開示等を行う一方で、内部監査業務も行っております。具体的な業務としま

しては、内部監査規程に基づく当社の業務運営および財産管理の実態を調査し、諸法令、関係通達、定款および社

内規程への準拠性を確認し、会社が有するリスクの管理・統制状態を測定・評価し、その改善を促すことで、会社

財産の保全と経営効率の向上を図るとともに、不正・事故等の発生を未然に防止すべく内部監査を実施しておりま

す。 

  

 なお、当社と社外取締役および社外監査役の間には、人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係は

ありません。 

  

(３)役員報酬の内容 

・ 取締役及び監査役に支払った報酬 

取締役 ５名  76,950千円（うち社外取締役 １名 2,400千円） 

監査役 ３名   4,650千円（うち社外監査役 ２名 1,050千円） 

(注)１．報酬限度額 

   取締役 月額 10,000千円 

   監査役 月額  2,000千円 

(注)２．期末現在の支給人員は、取締役５名、監査役３名であります。 

・ 利益処分による取締役賞与金の支給額 

          15,200千円 

  

(４)監査報酬の内容 

① 当社が支払うべき会計監査人に対する報酬等の額            11,300千円 

② 上記①の額のうち、公認会計士法第２条第１項の業務（監査証明業務）の対価として支払うべき報酬等の額

11,300千円 

③ 上記②の額のうち、当社が会計監査人に支払うべき会計監査人としての報酬等の額 

                                    11,300千円 

（注）当社と会計監査人との間の監査契約において「株式会社の監査等に関する商法の特例に関する法律」に基づ

く監査と証券取引法に基づく監査の額を区別しておりませんので、③の金額には証券取引法に基づく監査の報酬等を

含めております。 



・業務を遂行した公認会計士の状況 

当社は、商法特例法に基づく会計監査及び証券取引法に基づく監査について、監査法人トーマツと契約しておりま

す。同監査法人及び当社監査に従事する同監査法人の業務執行社員と当社との間には、特別な利害関係はありませ

ん。当期において業務を執行した公認会計士の氏名、監査業務に係る補助者の構成は下記のとおりであります。 

  

（注）１. 継続監査年数については、両名共７年以内であるため、記載を省略しております。 

２. その他監査業務に係る補助者の構成 

    公認会計士３名 会計士補３名 

公認会計士の氏名等 所属する監査法人名 

指定社員 
中浜 明光 監査法人トーマツ 

業務執行社員 

指定社員 
松井 夏樹 監査法人トーマツ 

業務執行社員 



第５ 【経理の状況】 

１ 財務諸表の作成方法について 

当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以下「財務

諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

ただし、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日

内閣府令第５号）附則第２項のただし書きにより、改正前の財務諸表等規則を適用しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前事業年度(平成15年10月１日から平成16年９月30日まで)及び当

事業年度(平成16年10月１日から平成17年９月30日まで)の財務諸表について、監査法人トーマツによる監査を受けて

おります。 

  

３ 連結財務諸表について 

「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令第28号)第５条第２項により、当社で

は、子会社の資産、売上高等からみて、当企業集団の財政状態及び経営成績に関する合理的な判断を誤らせない程度

に重要性が乏しいものとして、連結財務諸表は作成しておりません。 

なお、資産基準、売上高基準、利益基準及び利益剰余金基準による割合を示すと次のとおりであります。 

※会社間項目の消去後の数値により算出しております。 

  

① 資産基準 0.2％

② 売上高基準 0.0％

③ 利益基準 △1.4％

④ 利益剰余金基準 △0.2％



【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 
  

  

  
前事業年度

(平成16年９月30日) 
当事業年度 

(平成17年９月30日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

(資産の部)      

Ⅰ 流動資産     

１ 現金及び預金  443,825 669,814  

２ 売掛金  1,081,700 1,184,196  

３ 商品  550,410 615,215  

４ 貯蔵品  2,751 3,946  

５ 前払費用  34,922 35,003  

６ 繰延税金資産  39,595 56,467  

７ その他  2,366 2,271  

貸倒引当金  △2,384 △69  

流動資産合計  2,153,186 59.3 2,566,845 59.6

Ⅱ 固定資産     

１ 有形固定資産     

(1) 建物 ※１ 680,672 803,135    

減価償却累計額 183,631 497,040 209,619 593,515  

(2) 構築物 89,715 94,665    

減価償却累計額 26,998 62,716 27,848 66,816  

(3) 機械及び装置 13,721 16,221    

減価償却累計額 6,991 6,730 7,932 8,289  

(4) 車両運搬具 71,527 77,096    

減価償却累計額 31,340 40,186 37,646 39,450  

(5) 器具備品 156,208 193,857    

減価償却累計額 88,354 67,854 111,073 82,783  

(6) 土地 ※１  225,614 311,386  

有形固定資産合計   900,143 24.8 1,102,243 25.6

      



  

  

  
前事業年度

(平成16年９月30日) 
当事業年度 

(平成17年９月30日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

２ 無形固定資産    

(1) ソフトウェア  93,201 72,123 

(2) その他  11,717 12,129 

無形固定資産合計  104,918 2.9 84,253 1.9

３ 投資その他の資産      

(1) 投資有価証券  150,377 227,634 

(2) 関係会社株式  10,000 10,000 

(3) 出資金  50 50 

(4) 破産債権に準ずる債権  2,121 2,121 

(5) 長期前払費用  14,999 11,397 

(6) 繰延税金資産  45,452 43,201 

(7) 差入保証金  187,133 187,222 

(8) 会員権  56,959 60,578 

(9) その他  6,062 16,440 

貸倒引当金  △2,121 △2,121 

投資その他の資産合計  471,035 13.0 556,524 12.9

固定資産合計  1,476,098 40.7 1,743,021 40.4

資産合計  3,629,285 100.0 4,309,867 100.0

     



  

  

  
前事業年度

(平成16年９月30日) 
当事業年度 

(平成17年９月30日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

(負債の部)      

Ⅰ 流動負債     

１ 買掛金  722,988 797,022  

２ 短期借入金 ※１  311,200 359,000  

３ １年以内返済予定 
長期借入金 

※１  307,316 250,998  

４ 未払金  72,972 179,187  

５ 未払費用  49,636 58,964  

６ 未払法人税等  42,411 58,221  

７ 未払消費税等  12,649 12,908  

８ 前受金  2,123 2,096  

９ 預り金  75,021 84,291  

10 前受収益  123 2,027  

11 短期解約違約金 
損失引当金 

 22,700 19,000  

12 賞与引当金  48,000 69,500  

13 その他  90 －  

流動負債合計  1,667,231 45.9 1,893,218 43.9

Ⅱ 固定負債     

１ 社債 ※１  － 500,000  

２ 長期借入金 ※１  364,973 277,297  

３ 退職給付引当金  22,011 28,051  

４ 役員退職慰労引当金  55,150 75,570  

５ その他  4,042 4,042  

固定負債合計  446,177 12.3 884,961 20.5

負債合計  2,113,409 58.2 2,778,179 64.4

(資本の部)     

Ⅰ 資本金 ※２  568,398 15.7 579,051 13.4

Ⅱ 資本剰余金     

１ 資本準備金   505,897 516,550  

資本剰余金合計   505,897 13.9 516,550 12.0

Ⅲ 利益剰余金     

１ 利益準備金  3,820 3,820   

２ 任意積立金     

   別途積立金 134,150 134,150 134,150 134,150   

３ 当期未処分利益  313,753 291,370   

利益剰余金合計  451,723 12.5 429,340 10.0

Ⅳ その他有価証券評価差額金 ※３  △10,144 △0.4 6,743 0.1

資本合計  1,515,875 41.7 1,531,687 35.5

負債資本合計  3,629,285 100.0 4,309,867 100.0



② 【損益計算書】 

  

  
  

  
前事業年度

(自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日) 

当事業年度 
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
百分比
(％) 

金額(千円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高 ※４    

１ 商品売上高 1,691,850 1,582,914   

２ 受取手数料 10,156,348 11,848,199 100.0 10,955,250 12,538,165 100.0

Ⅱ 売上原価    

１ 商品期首たな卸高 464,153 550,410   

２ 当期商品仕入高 8,960,397 9,673,036   

合計 9,424,550 10,223,446   

３ 商品期末たな卸高 550,410 8,874,140 74.9 615,215 9,608,230 76.6

売上総利益  2,974,059 25.1 2,929,934 23.4

Ⅲ 販売費及び一般管理費    

１ 販売手数料 450,723 404,220   

２ 広告宣伝費 146,816 130,751   

３ 役員報酬 81,150 81,600   

４ 給与賞与手当 854,714 881,263   

５ 賞与引当金繰入額 48,000 69,500   

６ 退職給付費用 14,221 15,981   

７ 役員退職慰労 
引当金繰入額 

8,480 20,420   

８ 交際費 52,378 48,348   

９ 地代家賃 273,823 311,145   

10 減価償却費 97,091 116,202   

11 その他 559,559 2,586,959 21.8 660,200 2,739,634 21.9

営業利益  387,099 3.3 190,300 1.5

Ⅳ 営業外収益    

１ 受取利息 146 26   

２ 受取家賃収入 8,246 8,246   

３ 看板広告収入 1,800 5,400   

４ 保険解約収入 7,755 －   

５ 受取保険金 － 5,382   

６ その他 8,876 26,824 0.2 5,097 24,153 0.2

Ⅴ 営業外費用    

１ 支払利息 9,632 9,600   

２ 受取家賃費用 2,072 1,955   

３ 社債発行費 － 9,250   

４ 新株発行費 11,413 280   

５ その他 474 23,593 0.2 3,184 24,270 0.2

経常利益  390,330 3.3 190,182 1.5



  

  

  
前事業年度

(自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日) 

当事業年度 
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
百分比
(％) 

金額(千円) 
百分比
(％) 

Ⅵ 特別利益    

１ 固定資産売却益 ※１ 2,268 1,648   

２ 投資有価証券売却益 13,910 2,787   

３ 貸倒引当金戻入益 － 16,179 0.1 2,315 6,751 0.1

Ⅶ 特別損失    

１ 固定資産除却損 ※３ 18,941 41,650   

２ 投資有価証券評価損 300 100   

３ 投資有価証券売却損 12,592 －   

４ 固定資産売却損 ※２ － 31,833 0.2 5 41,755 0.4

税引前当期純利益  374,675 3.2 155,178 1.2

法人税、住民税 
及び事業税 

165,390 127,790   

法人税等調整額 36,275 201,665 1.7 △26,144 101,645 0.8

当期純利益  173,010 1.5 53,532 0.4

前期繰越利益  140,743 237,837 

当期未処分利益  313,753 291,370 

     



③ 【キャッシュ・フロー計算書】 
  

  

   
前事業年度

(自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日) 

当事業年度 
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日) 

区分 
注記
番号

金額(千円) 金額(千円) 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー    

１ 税引前当期純利益  374,675 155,178 

２ 減価償却費  97,091 116,202 

３ 貸倒引当金の増減額  △546 △2,315 

４ 賞与引当金の増減額  △13,700 21,500 

５ 短期解約違約金損失引当金の増減額  △1,800 △3,700 

６ 退職給付引当金の増減額  12,511 6,040 

７ 役員退職慰労引当金の増減額  8,480 20,420 

８ 受取利息及び配当金  △2,305 △775 

９ 支払利息  9,632 9,600 

10 新株発行費  11,413 280 

11 支払保証料  － 493 

12 社債発行費  － 9,250 

13 受取家賃収入  △8,246 △8,246 

14 受取家賃費用  2,072 1,955 

15 固定資産売却益  △2,268 △1,642 

16 固定資産除却損  18,941 41,650 

17 投資有価証券評価損  300 100 

18 投資有価証券売却損  12,592 － 

19 投資有価証券売却益  △13,910 △2,787 

20 売上債権の増減額  △124,306 △102,495 

21 たな卸資産の増減額  △87,866 △66,000 

22 仕入債務の増減額   90,635 74,034 

23 前受金の増減額  △16 △26 

24 未払消費税等の増減額  △12,148 258 

25 未払金の増減額  △41,550 49,787 

26 役員賞与の支払額  △23,500 △19,000 

27 その他  11,161 26,886 

小計  317,342 326,645 

１ 利息及び配当金の受取額  2,304 774 

２ 利息の支払額  △9,481 △9,501 

３ 法人税等の支払額  △318,904 △121,461 

営業活動によるキャッシュ・フロー  △8,740 196,456 



  

   
前事業年度

(自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日) 

当事業年度 
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日) 

区分 
注記
番号

金額(千円) 金額(千円) 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー    

１ 定期預金の預入による支出  △7,214 △7,215 

２ 投資有価証券取得による支出  △70,775 △43,736 

３ 投資有価証券売却による収入  137,251 8,317 

４ 有形固定資産の取得による支出  △313,656 △289,066 

５ 有形固定資産の売却による収入  4,184 12,656 

６ 無形固定資産の取得による支出  △99,385 － 

７ 差入保証金差入による支出  △26,876 △23,261 

８ 差入保証金返還による収入  4,052 23,171 

９ 会員権取得による支出  △31,490 △3,619 

10 保険積立による支出  △4,436 △5,178 

11 保険積立金解約による収入  11,776 － 

12 受取家賃費用支出  △468 △466 

13 受取家賃の収入  8,246 8,246 

14  その他  △7,554 △14,022 

投資活動によるキャッシュ・フロー  △396,346 △334,172 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー    

１ 短期借入金の純増減  144,200 47,800 

２ 長期借入による収入  300,000 420,000 

３ 長期借入金の返済による支出  △457,216 △563,994 

４ 社債の発行による収入  － 490,749 

５ 株式の発行による収入  486,383 21,026 

６ 配当金の支払額  △42,480 △56,916 

７ その他  － △2,177 

財務活動によるキャッシュ・フロー  430,887 356,488 

Ⅳ 現金及び現金同等物の増減額  25,800 218,773 

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高  338,314 364,114 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期末残高 ※ 364,114 582,888 

     



④ 【利益処分計算書】 

  

  

  
前事業年度

(株主総会承認日 
平成16年12月21日) 

当事業年度 
(株主総会承認日 
平成17年12月21日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 金額(千円) 

Ⅰ 当期未処分利益 313,753 291,370

Ⅱ 利益処分額  

１ 配当金 56,916 58,392  

２ 取締役賞与金 19,000 75,916 15,200 73,592

Ⅲ 次期繰越利益 237,837 217,778

   



重要な会計方針 

  

  

項目 
前事業年度

(自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日) 

当事業年度 
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日) 

１ 有価証券の評価基準及び

評価方法 

(1) 子会社株式 

  移動平均法による原価法を採用し

ております。 

(2) その他有価証券 

時価のあるもの 

  決算末日の市場価格等に基づ

く時価法を採用しております。 

(評価差額は、全部資本直入法

により処理し、売却原価は、移

動平均法により算定しておりま

す。) 

(1) 子会社株式 

同左 

  

(2) その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

  

  

  

時価のないもの 

  移動平均法による原価法を採

用しております。 

時価のないもの 

同左 

２ たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

(1) 商品 

  月次総平均法による原価法を採用

しております。 

(2) 貯蔵品 

  最終仕入原価法による原価法を採

用しております。 

(1) 商品 

同左 

  

(2) 貯蔵品 

同左 

  

３ 固定資産の減価償却の方

法 

(1) 有形固定資産 

  定率法によっております。 

  ただし、平成10年４月１日以降に

取得した建物(建物附属設備を除く)

については定額法によっておりま

す。 

  主要な科目の耐用年数は以下の通

りであります。 

建物    ……15～39年 

構築物   ……10～20年 

器具及び備品……３～10年 

(1) 有形固定資産 

  定率法によっております。 

  ただし、平成10年４月１日以降に

取得した建物(建物附属設備を除く)

については定額法によっておりま

す。 

  主要な科目の耐用年数は以下の通

りであります。 

建物    ……20～39年 

構築物   ……８～20年 

器具及び備品……３～15年 

  (2) 無形固定資産 

  定額法によっております。 

  ただし、営業権については一括償

却を行っております。 

(2) 無形固定資産 

定額法によっております。 

  

  (3) 長期前払費用 

  均等償却によっております。 

(3) 長期前払費用 

同左 

４ 繰延資産の処理方法 (1) 新株発行費 

  支出時に全額費用として処理して

おります。 

(1) 新株発行費 

同左 

    

―― 

(2) 社債発行費 

  支出時に全額費用として処理して

おります。 



  

  

項目 
前事業年度

(自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日) 

当事業年度 
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日) 

５ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 

  債権の貸倒れによる損失に備える

ため、一般債権は貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、

回収不能見込額を計上しておりま

す。 

(1) 貸倒引当金 

同左 

  (2) 賞与引当金 

  従業員の賞与の支給に充当するた

め、支給見込額のうち、当期に負担

すべき金額を計上しております。 

(2) 賞与引当金 

同左 

  

  

  (3) 短期解約違約金損失引当金 

  携帯電話契約者の短期解約によっ

て当社の仕入先（移動体通信事業体

及び一次代理店）から請求される短

期解約違約金の支払に備えて解約予

想額を引当計上しております。 

(3) 短期解約違約金損失引当金 

同左 

  

  

  

  

  (4) 退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備えるため、

退職金規程に基づく期末自己都合退

職金要支給額の100％を計上してお

ります。 

(4) 退職給付引当金 

同左 

  

  (5) 役員退職慰労引当金 

  役員の退職慰労金の支出に備える

ため、規程に基づく期末要支給額を

計上しております。 

(5) 役員退職慰労引当金 

同左 

  

６ リース取引の処理方法   リース物件の所有権が、借主に移

転すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準じ

た会計処理によっております。 

同左 

  

７ ヘッジ会計の処理方法  金利スワップについては、特例処理

を採用しております。 

① ヘッジ手段 

 金利スワップ 

② ヘッジ対象 

 借入金利息 

③ ヘッジ方針 

 借入金の金利変動リスクを回避する 

 ため、金利スワップ取引を行ってお 

 ります。 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

 金利スワップについては特例処理を 

 採用しているため、有効性の評価を 

 行っておりません。 

同左 



  

  

項目 
前事業年度

(自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日) 

当事業年度 
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日) 

８ キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲 

 キャッシュ・フローの状況における

資金(現金及び現金同等物)は手許現

金、随時引出し可能な預金及び容易に

換金可能であり、かつ、価値の変動に

ついて僅少なリスクしか負わない取得

日から３ヶ月以内に償還期限の到来す

る短期投資からなっています。 

同左 

  

９ その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項 

消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 

消費税等の会計処理 

同左 



 (表示方法の変更) 

  

  

前事業年度 
(自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日) 

当事業年度
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日) 

（貸借対照表） （貸借対照表） 

 会員権は、資産の総額の100分の1を超えたため、区分

掲記することとしました。なお、前事業年度末において

投資その他の資産の「その他」に含まれる会員権は

25,469千円です。 

―― 

（損益計算書） （損益計算書） 

――  受取保険金は、営業外収益の100分の1を超えたため、

区分掲記することとしました。なお、前事業年度におい

て営業外収益の「その他」に含まれる受取保険金は

1,527千円です。 



注記事項 

(貸借対照表関係) 

  

  

(損益計算書関係) 

  

  

前事業年度 
(平成16年９月30日) 

当事業年度
(平成17年９月30日) 

※１ 担保に供されている資産は次のとおりでありま

す。 

  

  

対応する債務は次のとおりであります。 

建物 139,495千円

土地 146,939千円

合計 286,434千円

短期借入金 150,000千円

１年以内返済予定長期 
借入金 

129,416千円

長期借入金 212,973千円

合計 492,389千円

※１ 担保に供されている資産は次のとおりでありま

す。 

  

  

対応する債務は次のとおりであります。 

建物 130,541千円

土地 146,939千円

合計 277,481千円

短期借入金 165,000千円

１年以内返済予定長期
借入金 

33,350千円

社債 500,000千円

合計 698,350千円

※２ 会社が発行する株式 普通株式 58,320株 

   発行済株式総数   普通株式 18,972株 

※２ 会社が発行する株式 普通株式 58,320株 

   発行済株式総数   普通株式 19,464株 

※３  

―― 

※３ 配当制限 

   商法施行規則第124条第3号に規定する金額は、

6,743千円であります。 

前事業年度 
(自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日) 

当事業年度
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日) 

※１ 固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。 

   

車両運搬具 2,268千円

※１ 固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。 

   

車両運搬具 1,648千円

※２ 

―― 

※２ 固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。 

   

車両運搬具 5千円

※３ 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 

建物 12,367千円

構築物 4,447 

器具備品 252 

その他 1,874 

計 18,941 

※３ 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 

建物 22,095千円

構築物 9,374 

器具備品 433 

その他 9,745 

計 41,650 

※４ 短期解約違約金損失引当金繰入額は売上高から控

除しております。 

  

※４  

                       同左 



  

(キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  

(リース取引関係) 

  

  

前事業年度 
(自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日) 

当事業年度
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日) 

※ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 443,825千円

預入期間が３ヶ月を超える 
定期預金 

△79,710 

現金及び現金同等物 364,114 

※ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 669,814千円

預入期間が３ヶ月を超える
定期預金 

△86,926 

現金及び現金同等物 582,888 

前事業年度 
(自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日) 

当事業年度
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日) 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

  内容の重要性が乏しく、契約一件当たりの金額が少

額なリース取引のため、財務諸法等規規則第８条の６

第６項の規定により、記載を省略しております。 

  

  
取得価額 
相当額 
(千円) 

減価償却累
計額相当額 
(千円) 

期末残高
相当額 
(千円) 

有形固 
定資産 

器具 
備品 

27,824 25,496  2,328

無形固 
定資産 

ソフト 
ウェア 

5,491 5,034 457

合計 33,316 30,530 2,785

  

２ 未経過リース料期末残高相当額 

  

１年内 2,926千円

１年超 186千円

合計 3,112千円

  

３ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 

  

支払リース料 7,473千円

減価償却費相当額 6,599千円

支払利息相当額 348千円

  

４ 減価償却費相当額の算定方法 

   リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

  

  

５ 利息相当額の算定方法 

   リース料総額とリース物件取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。 

  



(有価証券関係) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

  

２ 当事業年度中に売却したその他有価証券 

  

  

３ 時価評価されていない有価証券 

  

  

区分 

前事業年度
(平成16年９月30日現在) 

当事業年度 
(平成17年９月30日現在) 

取得原価 
(千円) 

貸借対照表日
における貸借
対照表計上額
(千円) 

差額
(千円) 

取得原価
(千円) 

貸借対照表日 
における貸借
対照表計上額 
(千円) 

差額 
(千円) 

貸借対照表計上額が取得原価
を超えるもの 

    

(1) 株式 37,985 46,758 8,773 45,815 76,672 30,856

(2) その他 10,300 12,330 2,030 10,300 15,966 5,666

小計 48,285 59,088 10,803 56,115 92,638 36,522

貸借対照表計上額が取得原価
を超えないもの 

      

(1) 株式 105,959 78,089 △27,870 142,073 116,896 △25,177

(2) その他 ― ― ― ― ― ―

小計 105,959 78,089 △27,870 142,073 116,896 △25,177

合計 154,244 137,177 △17,066 198,188 209,534 11,345

区分 
前事業年度

(自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日) 

当事業年度 
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日) 

売却額(千円) 137,251 8,317

売却益の合計額(千円) 13,910 2,787

売却損の合計額(千円) 12,592 ――

区分 

前事業年度
(平成16年９月30日現在) 

当事業年度 
(平成17年９月30日現在) 

貸借対照表計上額(千円) 貸借対照表計上額(千円) 

(1) その他有価証券 
非上場株式 

13,200 18,100

(2) 関係会社株式 10,000 10,000



(デリバティブ取引関係) 

  

  

前事業年度 
(自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日) 

当事業年度
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日) 

１．取引の状況に関する事項 

①取引の内容及び利用目的等 

借入金の金利変動によるリスクを軽減するため、金利ス

ワップ取引を行っております。 

なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を行って

おります。 

１．取引の状況に関する事項 

①取引の内容及び利用目的等 

  

同左 

(1)ヘッジ手段とヘッジ対象 

（ヘッジ手段） （ヘッジ対象） 

金利スワップ  借入金の利息 

(2)ヘッジ方針 

借入金の金利変動リスクを回避する目的で金利スワップ

取引を行っており、ヘッジ対象の識別は個別契約毎に行

っております。 

(1)ヘッジ手段とヘッジ対象 

（ヘッジ手段） （ヘッジ対象） 

同左 

(2)ヘッジ方針 

同左 

(3)ヘッジの有効性評価の方法 

リスク管理方針に従って、以下の条件を満たす金利スワ

ップを締結しております。 

Ⅰ．金利スワップの想定元本と長期借入金の元本金額が

一致している。 

Ⅱ．金利スワップと長期借入金の契約期間及び満期が一

致している。 

Ⅲ．長期借入金の変動金利のインデックスと金利スワッ

プで受払いされる変動金利のインデックスが、

TIBOR+0.7％で一致している。 

Ⅳ．長期借入金と金利スワップの金利改定条件が一致し

ている。 

Ⅴ．金利スワップの受払い条件がスワップ期間を通して

一定である。 

従って、金利スワップの特例処理の要件を満たしている

ので決算日における有効性の評価を省略しております。 

(3)ヘッジの有効性評価の方法 

  

同左 

②取引に対する取組方針 

金利関連のデリバティブ取引については、現在、変動金

利を固定金利に変換する目的で金利スワップ取引を利用

しているのみであります。 

金利情勢が変化すれば、固定金利を変動金利に変換する

取引もあり得ますが、それは、固定金利の長期金銭債権

債務等について、市場の実勢金利に合わせるという目的

を達成する範囲で行う方針であり、投機目的の取引及び

レバレッジ効果の高いデリバティブ取引は行わない方針

であります。 

②取引に対する取組方針 

  

同左 

③取引に係るリスクの内容 

金利スワップ取引においては、市場金利の変動によるリ

スクを有しております。 

なお、デリバティブ取引の契約先は、いずれも信用度の

高い国内の銀行であるため、相手先の契約不履行による

いわゆる信用リスクは、ほとんどないと判断しておりま

す。 

③取引に係るリスクの内容 

  

同左 



  

  

  

  

  

(退職給付関係) 

  

  

前事業年度 
(自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日) 

当事業年度
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日) 

④取引に係るリスク管理体制 

デリバティブ取引の実行及び管理は、「社内管理規程」

に従い、経理部に集中しております。経理部長は、月ご

との定例取締役会にデリバティブ取引をも含んだ財務報

告をすることとなっております。 

なお、多額の借入金等は、取締役会の専決事項でありま

すので、それに伴う金利スワップ契約の締結等は、同時

に取締役会で決定されることとなります。 

④取引に係るリスク管理体制 

  

同左 

２．取引の時価等に関する事項 

該当事項はありません。 

なお、金利スワップ取引を行っておりますが、ヘッジ会

計を適用しておりますので注記の対象から除いておりま

す。 

２．取引の時価等に関する事項 

  

期末残高がないため該当事項はありません。 

前事業年度 
(自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日) 

当事業年度
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日) 

１ 採用している退職給付制度の概要 

当社は、確定給付型の制度として、退職金規程に基

づく退職一時金制度を採用しております。 

１ 採用している退職給付制度の概要 

同左 

２ 退職給付債務に関する事項 

当社は、従業員数が300人未満であり、退職給付債

務の算定に当たり簡便法として退職金規程に基づく期

末自己都合退職金支給額の100％を計上しておりま

す。 

退職給付債務 22,011千円

退職給付引当金 22,011千円

２ 退職給付債務に関する事項 

同左 

  

  

  

退職給付債務 28,051千円 

退職給付引当金 28,051千円 

３ 退職給付費用に関する事項 

販売費及び一般管理費で処理
している退職給付費用の額 

14,221千円

３ 退職給付費用に関する事項 

販売費及び一般管理費で処理
している退職給付費用の額 

15,981千円 



(税効果会計関係) 

  

  

(持分法損益等) 

  

  

前事業年度 
(平成16年９月30日) 

当事業年度
(平成17年９月30日) 

１ 繰延税金資産の発生の主な原因別内訳 

  
  

繰延税金資産  

少額固定資産 3,225千円

賞与引当金繰入超過額 19,467千円

退職給付引当金繰入超過額 8,726千円

役員退職慰労引当金 22,367千円

短期解約違約金損失引当金 9,206千円

営業権償却限度超過額 3,117千円

投資有価証券評価損否認 17,034千円

その他有価証券評価差額金 6,922千円

未払事業税 3,433千円

その他 4,723千円

繰延税金資産小計 98,226千円

評価性引当額 △13,178千円

繰延税金資産合計 85,047千円

１ 繰延税金資産の発生の主な原因別内訳 

  
  

繰延税金資産  

少額固定資産 3,077千円

賞与引当金繰入超過額 28,187千円

退職給付引当金繰入超過額 11,277千円

役員退職慰労引当金 30,649千円

短期解約違約金損失引当金 7,706千円

営業権償却限度超過額 2,068千円

投資有価証券評価損否認 17,075千円

未払事業税 4,606千円

商品期末在庫評価損 7,685千円

賞与引当金法定福利費 3,069千円

その他 2,085千円

繰延税金資産小計 117,487千円

評価性引当額 △13,218千円

繰延税金資産合計 104,269千円

繰延税金負債  

その他有価証券評価差額金 △4,601千円

繰延税金負債合計 △4,601千円

差引：繰延税金資産純額 99,668千円

    

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別内訳 

法定実効税率 41.89％

(調整)  

交際費等永久に損金に算入さ
れない項目 

5.86％

住民税均等割 6.16％

評価性引当額の増減 3.52％

ＩＴ減税 △3.17％

その他 △0.43％

税効果会計適用後の法人税等
の負担率 

53.82％

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別内訳 

法定実効税率 40.56％

(調整)  

交際費等永久に損金に算入さ
れない項目 

12.64％

住民税均等割 15.41％

ＩＴ減税 △1.02％

前期法人税等充当額 △1.82％

その他 △0.27％

税効果会計適用後の法人税等
の負担率 

65.50％

前事業年度 
(自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日) 

当事業年度
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日) 

該当事項はありません。 同左 



【関連当事者との取引】 

前事業年度(自 平成15年10月１日 至 平成16年９月30日) 

該当事項はありません。 

  

当事業年度(自 平成16年10月１日 至 平成17年９月30日) 

該当事項はありません。 

  



(１株当たり情報) 

  

（注）1株当たり当期純利益及び潜在株式調整後1株当たり当期純利益の算定上の基礎 

  

前事業年度 
(自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日) 

当事業年度
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日) 

1株当たり純資産額 78,899円21銭

1株当たり当期純利益 8,861円37銭

潜在株式調整後1株当たり当期
純利益 

8,397円07銭

1株当たり純資産額 77,912円41銭

1株当たり当期純利益 2,000円56銭

潜在株式調整後1株当たり当期
純利益 

1,963円26銭

  

 当社は、平成16年５月20日付で普通株式１株に対し普

通株式３株の割合で株式分割を行いました。 

 前期首に当該株式分割が行われたと仮定した場合の前

事業年度の１株当たり情報は以下の通りであります。 

  

1株当たり純資産額 55,239円31銭

1株当たり当期純利益 9,981円51銭

 

 

潜在株式調整後 
1株当たり当期純利益 

9,844円32銭  

  
前事業年度

(自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日)

当事業年度 
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日)

損益計算書上の当期純利益(千円) 173,010 53,532 

普通株式に係る当期純利益(千円) 154,010 38,332

普通株主に帰属しない金額の主要な内訳(千円) 

利益処分による役員賞与金 
19,000 

 
15,200 

普通株主に帰属しない金額(千円) 19,000 15,200

普通株式の期中平均株式数(株) 17,380 19,161

潜在株式調整後1株当たり当期純利益の算定に用いられた 

当期純利益調整額の主要な内訳(千円) 
― ― 

当期純利益調整額(千円) ― ― 

潜在株式調整後1株当たり当期純利益の算定に用いられた普通

株式増加数の主要な内訳(株) 

 新株引受権 

 新株予約権 

  

  

386 

575 

  

  

2 

362 

普通株式増加数（株） 961 364 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり当期純

利益の算定に含まれなかった潜在株式の概要 
― ― 



  

(重要な後発事象) 

  

  

前事業年度 
(自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日) 

当事業年度
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日) 

該当事項はありません。 
 当社は、平成17年９月21日開催の取締役会決議に基
き、平成17年10月７日を払込期日として、株式会社光通
信に対し、事業提携を目的とした第三者割当増資を実施
いたしました。 
  
 新株式の発行要領は以下のとおりです。 

① 発行新株式数 普通株式    2,000株 

② 発行価額 
1株につき

金 
  145,000円 

③ 
発行価額の総

額 
  290,000,000円 



⑤ 【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

  

  

  

その他有価証券   

株式 銘柄 株式数(株) 貸借対照表計上額(千円) 

  (投資有価証券)   

  ソニー株式会社 10,000 37,300 

  株式会社りそなホールディングス 100,000 29,300 

  株式会社焼肉屋さかい 25,900 29,008 

  ヤフー株式会社 160 21,280 

  株式会社三菱ＵＦＪファイナンシャル・グループ 11.8 17,552 

  株式会社光通信 2,000 14,400 

  株式会社トーシン 100 12,900 

  ＫＤＤＩ株式会社 20 12,800 

  株式会社ＮＴＴドコモ 30 6,060 

  丸八証券株式会社 13,000 6,032 

  株式会社中京国際ゴルフ倶楽部 8 13,000 

  その他３銘柄 270 12,036 

  株式 計 151,499.8 211,668 

その他 種類及び銘柄 投資口数等(千口) 貸借対照表計上額(千円) 

  
(投資有価証券) 
投資信託受益証券 

  

  
野村投信 
中国株ファンドＢコース 

10,000 15,966 

  その他 計 10,000 15,966 

  投資有価証券 計 227,634 



【有形固定資産等明細表】 

  

(注) ※１ 当期増加額のうち主なものは次のとおりです。 

  

  

※２ 当期償却額のうち、建物1,348千円、機械及び装置141千円は営業外費用の受取家賃費用に計上しております。 

  

資産の種類 
前期末残高
(千円) 

当期増加額 
(千円) 

当期減少額
(千円) 

当期末残高
(千円) 

当期末減価
償却累計額 
又は償却 
累計額(千円)

当期償却額 
(千円) 

差引当期末
残高 
(千円) 

有形固定資産       

 建物 680,672 158,247 35,783 803,135 209,619 39,676 593,515

 構築物 89,715 21,740 16,790 94,665 27,848 8,265 66,816

 機械及び装置 13,721 2,500 ― 16,221 7,932 940 8,289

 車両運搬具 71,527 23,096 17,526 77,096 37,646 12,818 39,450

 器具備品 156,208 42,292 4,644 193,857 111,073 26,929 82,783

 土地 225,614 85,772 ― 311,386 ― ― 311,386

有形固定資産計 1,237,459 333,648 74,744 1,496,363 394,120 88,631 1,102,243

無形固定資産       

 ソフトウェア 105,864 ― ― 105,864 33,740 21,077 72,123

 その他 11,900 516 ― 12,416 286 104 12,129

無形固定資産計 117,764 516 ― 118,280 34,026 21,181 84,253

長期前払費用 36,834 4,276 794 40,316 28,919 7,878 11,397

建物 店舗新設等に伴う増加158,247千円 

土地 ボーダフォン平塚田村建設用地取得に伴う増加85,772千円 



【社債明細表】 

  

  

【借入金等明細表】 

  

(注) ※１ 長期借入金(１年以内に返済予定のものを除く。)の貸借対照表日後５年間の返済予定額は次の通りであります。 

平成18年10月１日～平成19年９月30日    213,048千円 

平成19年10月１日～平成20年９月30日    64,249千円 

平成20年10月１日～平成21年９月30日     －千円 

平成21年10月１日～平成22年９月30日     －千円 

  

※２ 平均利率については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。 

  

銘柄 発行年月日
前期末残高 
（千円） 

当期末残高
（千円） 

利率
（％） 

担保 償還期限 

第一回担保付社債 平成17.9.26 ― 300,000 0.75 担保付社債
平成20.9.26 
（一括償還） 

第二回担保付社債 平成17.9.26 ― 200,000 0.75 担保付社債
平成20.9.26 
（一括償還） 

合計   ― 500,000 ― ―   

区分 
前期末残高 
(千円) 

当期末残高
(千円) 

平均利率
   (％) ※２

返済期限 

短期借入金 311,200 359,000 0.48 ― 

１年以内に返済予定の長期借入金 307,316 250,998 0.69 ― 

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く。) ※１ 

364,973 277,297 0.65
平成19年12月～ 

平成20年6月 

合計 983,489 887,295 ― ― 



【資本金等明細表】 

  

(注) 資本金及び資本準備金の増加の原因は以下のとおりであります。 

  

【引当金明細表】 

  

(注) 貸倒引当金の当期減少額その他は、一般債権の貸倒実績率による洗替額であります。 

  

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

資本金(千円) 568,398 10,653 ― 579,051

資本金のうち 
既発行株式 

普通株式 (株) (18,972) (492) (―) (19,464)

普通株式 (千円) 568,398 10,653 ― 579,051

計 (株) (18,972) (492) (―) (19,464)

計 (千円) 568,398 10,653 ― 579,051

資本準備金及び 
その他 
資本剰余金 

資本準備金     

株式払込剰余金 (千円) 500,897 10,652 ― 511,550

合併差益 (千円) 5,000 ― ― 5,000

計 (千円) 505,897 10,652 ― 516,550

利益準備金及び 
任意積立金 

利益準備金 (千円) 3,820 ― ― 3,820

任意積立金     

別途積立金 (千円) 134,150 ― ― 134,150

計 (千円) 137,970 ― ― 137,970

ストックオプションの権利行使     

  普通株式    492株 資本金   10,653千円 資本準備金   10,652千円 

区分 
前期末残高 
(千円) 

当期増加額
(千円) 

当期減少額
(目的使用) 
(千円) 

当期減少額
(その他) 
(千円) 

当期末残高 
(千円) 

貸倒引当金     4,506 69 ― 2,384 2,191 

短期解約違約金 
損失引当金 

22,700 19,000 22,700 ― 19,000 

賞与引当金 48,000 69,500 48,000 ― 69,500 

役員退職慰労引当金 55,150 20,420 ― ― 75,570 



(2) 【主な資産及び負債の内容】 

ａ 流動資産 

イ 現金及び預金 

  

  

ロ 売掛金 

  相手先別内訳 

  

  

  売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

  

  

区分 金額(千円)

現金 16,384

預金の種類 

当座預金 269,739

普通預金 283,043

通知預金 1,280

定期預金 99,367

計 653,429

合計 669,814

相手先 金額(千円)

ボーダフォン株式会社 620,103

パナソニック テレコム株式会社 218,420

ケイディーディーアイ株式会社 123,389

兼松コミュニケーションズ株式会社 86,787

株式会社ツーカーセルラー東海 35,272

その他 100,221

合計 1,184,196

前期末残高(千円) 
  
(Ａ) 

当期発生高(千円)
  
(Ｂ) 

当期回収高(千円)
  
(Ｃ) 

当期末残高(千円)
  
(Ｄ) 

回収率(％)
  

(Ｃ)
×100

(Ａ)＋(Ｂ)

滞留期間(日) 
(Ａ)＋(Ｄ) 
２ 
(Ｂ) 
365 

1,081,700 12,091,512 11,989,017 1,184,196 91.0 34.2



ハ 商品 
  

  

ニ 貯蔵品 

  

  

ホ 差入保証金 

  

  

区分 金額(千円)

携帯電話端末機 615,215

合計 615,215

区分 金額(千円)

商品券 3,946

合計 3,946

相手先 金額(千円)

ダイワロイヤル株式会社 18,700

難波 安太郎 10,033

協立電機株式会社 8,593

合資会社 ユタカ 8,339

柴田 初江 8,000

その他 133,556

合計 187,222



ｂ 流動負債 

イ 買掛金 

  

  

   

相手先 金額(千円)

ボーダフォン株式会社 515,478

ケイディーディーアイ株式会社 122,535

兼松コミュニケーションズ株式会社 94,372

パナソニック テレコム株式会社 52,335

株式会社ツーカーセルラー東海 12,300

合計 797,022



(3) 【その他】 

該当事項はありません。 

  



第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

(注)※１ 当社は、商法第220条ノ２第１項に規定する端株原簿を作成しております。 

  ※２ 平成17年８月５日開催の取締役会決議により、株主に対する特典を変更しております。 

  

決算期 ９月30日

定時株主総会 12月中 

基準日 ９月30日

株券の種類 １株券、10株券 

中間配当基準日 ３月31日

１単元の株式数 ― 

株式の名義書換え   

  取扱場所 名古屋市中区栄三丁目３番17号 日本証券代行株式会社名古屋支店

  代理人 東京都中央区日本橋茅場町一丁目２番４号 日本証券代行株式会社

  取次所 日本証券代行株式会社 本支店

  名義書換手数料 無料 

  新券交付手数料 １枚につき印紙税相当額

端株の買取り   

  取扱場所 名古屋市中区栄三丁目３番17号 日本証券代行株式会社名古屋支店

  代理人 東京都中央区日本橋茅場町一丁目２番４号 日本証券代行株式会社

  取次所 日本証券代行株式会社 本支店

  買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載新聞名 日本経済新聞 

株主に対する特典 
所有株式１株以上保有の株主に対し、一律一枚(5,000円券１枚)の携帯電話端末購入
優待券を贈呈し、所有株式２株以上保有の株主に対し、一律一枚(5,000円券１枚)の
携帯電話端末購入優待券及び地元(名古屋)名産品を贈呈する。 



第７ 【提出会社の参考情報】 

１ 【提出会社の親会社等の情報】 

当社は、親会社はありません。 

  

２ 【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

  

  

(１) 
有価証券報告書 
及びその添付書類 

事業年度 
(第14期) 

自 平成15年10月１日
至 平成16年９月30日

  
平成16年12月22日 
東海財務局長に提出。 

(２) 半期報告書 (第15期中) 
  

自 平成16年10月１日
至 平成17年３月31日

  
  
平成17年６月29日 
東海財務局長に提出。 

  
(３) 

  
有価証券届出書 
及びその添付書類 

第三者割当による増資   
  
平成17年９月22日 
東海財務局長に提出。 

(４) 臨時報告書 主要株主の異動   
  
平成17年10月14日 
東海財務局長に提出。 



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 



独立監査人の監査報告書 
  

平成１６年 １２月 ２２ 日
  
株 式 会 社 エ ス ケ ー ア イ 
 取 締 役 会   御 中  
  
  

監査 法 人 ト ー マ ツ 
  

  

  

  

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられてい

る株式会社エスケーアイの平成１５年１０月１日から平成１６年９月３０日までの第１４期事業年度の財務諸表、

すなわち、貸借対照表、損益計算書、キャッシュ・フロー計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を

行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表

明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、

試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評

価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明の

ための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株

式会社エスケーアイの平成１６年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及び

キャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

 会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

  

以 上

 

  

代表社員
関与社員

 公認会計士  上 田   圭 祐 ㊞ 

代表社員
関与社員

 公認会計士  中 浜   明 光 ㊞ 

代表社員
関与社員

 公認会計士  松 井   夏 樹 ㊞ 

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保管

しております。 



独立監査人の監査報告書 

  

平成１７年 １２月 ２１ 日

  

株 式 会 社 エ ス ケ ー ア イ 

 取 締 役 会   御 中  

  

  

監査 法 人  ト ー マ ツ 

  

 
 

  

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられてい

る株式会社エスケーアイの平成１６年１０月１日から平成１７年９月３０日までの第１５期事業年度の財務諸表、

すなわち、貸借対照表、損益計算書、キャッシュ・フロー計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を

行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表

明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、

試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評

価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明の

ための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株

式会社エスケーアイの平成１７年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及び

キャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

  

以 上

 

 

指 定 社 員

業 務 執 行 社 員
  公認会計士  中 浜   明 光 ㊞ 

指 定 社 員

業 務 執 行 社 員

  
公認会計士  松 井   夏 樹 ㊞ 

  

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保管

しております。 
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